
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 損 益 内 損 益 外

建 物 239¶237¶296 26¶425¶506 0 265¶662¶802 101¶969¶527 16¶087¶606 0 0 0 163¶693¶275

構 築 物 191¶725¶882 52¶440¶729 0 244¶166¶611 74¶339¶681 22¶702¶237 0 0 0 169¶826¶930

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 1¶146¶941¶054 105¶587¶990 10¶031¶386 1¶242¶497¶658 942¶581¶407 172¶543¶616 0 0 0 299¶916¶251

車 両 運 搬 具 11¶575¶171 4¶699¶000 0 16¶274¶171 9¶573¶456 1¶603¶561 0 0 0 6¶700¶715

工具器具備品 718¶056¶733 215¶330¶457 26¶617¶000 906¶770¶190 578¶086¶003 112¶107¶053 0 0 0 328¶684¶187

計 2¶307¶536¶136 404¶483¶682 36¶648¶386 2¶675¶371¶432 1¶706¶550¶074 325¶044¶073 0 0 0 968¶821¶358

建 物 3¶359¶346¶121 698¶011¶440 0 4¶057¶357¶561 2¶432¶041¶359 142¶897¶237 0 0 0 1¶625¶316¶202

構 築 物 5¶936¶199¶043 1¶345¶286¶915 0 7¶281¶485¶958 4¶985¶627¶872 180¶176¶676 0 0 0 2¶295¶858¶086

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 機 械 装 置 333¶758¶998 26¶887¶566 0 360¶646¶564 313¶620¶730 26¶527¶145 0 0 0 47¶025¶834

] 金融商品の時価に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 416¶305¶377 416¶305¶377 `

]未収金 148¶595¶944 148¶595¶944 `

^未払金 (607¶993¶012) (607¶993¶012) `

\現金及び預金、]未収金、^未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成受託研究支出金については、個別法による原価法を採用しております。
貯蔵品については、総平均法による原価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
有形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しております。主な資産の耐用年数は以下
のとおりです。
建物 ２年～44年
構築物 ２年～55年
機械装置 ２年～15年
車両運搬具 ３年～６年
工具器具備品 ２年～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外
減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準
役職員の賞与については財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準
第17に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を計上しております。

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職手当については財源措置がなされるため、退職手当に係る引当金は計上してお
りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職
金要支給額の当期増加額に基づいて計上しております。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率は、10年利付国債の平成23年３月末利回りを参
考に1•255％で計算しております。

７．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。但し、財源が資本の部を構成する固定
資産に係る控除対象外消費税等は、資産の取得原価に算入しております。

８．金融商品の時価等に関する注記
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しております。

独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

当法人が、独立行政法人交通安全環境研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所及び独立行政法人
電子航法研究所と統合されることが決定されていた「独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24

日閣議決定）」については、「独立行政法人の抜本的な見直しについて（平成21年12月25日閣議決定）」に
おいて、当面凍結となりました。
重要な債務負担行為について

G G G G G G G G G G G G G

当該会計年度に契約締結を完了させましたが、実際の支出が翌期以降になる債務負担行為のうち、
重要なものは以下のとおりです。
中央電子計算機システム計算サーバの賃貸借及び保守 19¶211¶850円
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